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株主各位
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  証券コード　2351

  平成23年６月２日

株 主 各 位  

 埼 玉 県 川 口 市 栄 町 三 丁 目 ２ 番 1 6 号

 株 式 会 社 Ａ Ｓ Ｊ

 代表取締役会長兼社長 丸 山 治 昭

第28期定時株主総会招集ご通知

拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第28期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、
ご出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができま
すので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行
使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成23年６月16日（木曜日）午
後５時30分までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具

記

１．日 時 平成23年６月17日（金曜日）午後２時
（開催時刻が昨年と異なりますので、お間違えの無いようご
注意願います。）

２．場 所 埼玉県川口市川口一丁目１番１号
　キュポ・ラ本館棟　４階　フレンディア
（会場が昨年と異なっておりますので、末尾の「定時株主総
会会場ご案内図」をご参照くださいますようお願い申しあげ
ます。

３．目 的 事 項  
　 報 告 事 項 １．第28期（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の
連結計算書類監査結果報告の件

　  ２．第28期（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）
計算書類報告の件

　 決 議 事 項  
　 議 案 剰余金の処分の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の「議決権行使書用紙」をご持参いただ
き、会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。
　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が
生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載させていただきます
（アドレス　http://www.asj.ad.jp/）。
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（提供書面）
　

事　 業　 報　 告

（平成22年４月１日から
平成23年３月31日まで）

　

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国のインターネット業界におきましては、

IPv4アドレスの在庫枯渇やサイバーテロへの対応のための新技術の開発に

加えて、コンテンツをより楽しめるiPhone及びAndroid等のスマートフォン

が急速に普及し、オンラインゲームや電子書籍等の様々なサービスが続々

と提供され市場の拡大はあるものの、益々競争は激化しております。一方

で、平成23年３月に発生した「東日本大震災」の影響により、将来におけ

るわが国経済の不透明感が強まっております。

　

このような状況の中、当社グループでは、経営効率の向上に注力しつつ、

新たなサービスの提供を積極的に行ってまいりました。具体的には、グル

ープ会社の利益体質の強化と拡販施策の実施に加え、ブラウザプロ野球ゲ

ーム「ドリームベースボール（以下「DBB」）」において従来のプロ野球予

想シミュレーションゲーム「DBBクラシック」に続き、プロ野球選手育成・

戦略シミュレーションゲーム「DBBワールド」の提供を開始いたしました。

また、インターネットグループウェア「HotBiz7」のスマートフォン対応及

び電子書籍サービス「のべぷろ！」のiPhoneアプリケーション等のスマー

トフォン向けサービスの提供等を行ってまいりました。

　

これらの事業活動の結果、当連結会計年度における売上高は1,327,321千

円（前連結会計年度比7.4％増）、営業利益は68,761千円（前連結会計年度

比25.4％増）、経常利益は72,123千円（前連結会計年度比23.5％増）、当

期純利益は40,939千円（前連結会計年度比125.3％増）となりました。
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②　設備投資の状況

当連結会計年度において実施いたしました企業集団の主たる設備投資は、

ソフトウェアの開発及びサーバ設備の増強等であり、総額93,506千円であ

ります。

　

③　資金調達の状況

　該当事項はありません。

　

④　事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

　該当事項はありません。

　

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はありません。

　

⑥　吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承

継の状況

　該当事項はありません。

　

⑦　他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状

況

　該当事項はありません。
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

項　　目
第 25 期

(平成20年３月期)
第 26 期

(平成21年３月期)
第 27 期

(平成22年３月期)

第 28 期
(当連結会計年度)
(平成23年３月期)

売 上 高(千円） 1,470,330 1,252,947 1,236,250 1,327,321

経 常 利 益(千円） 228,363 160,654 58,408 72,123

当 期 純 利 益(千円） 106,740 81,776 18,169 40,939

１株当たり当期純利益 (円） 1,565.07 1,221.88 281.75 634.99

総 資 産(千円） 3,018,438 2,924,584 2,889,565 2,851,332

純 資 産(千円） 2,277,630 2,188,214 2,164,657 2,190,888

１株当たり純資産額 (円） 33,241.41 33,903.21 33,575.16 33,982.01

（注）１．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数から期中平均自己株式数を控除した

株式数により算出しております。

２．１株当たり純資産額は、期末発行済株式数から期末自己株式数を控除した株式数によ

り算出しております。

　

(3) 重要な子会社の状況

  重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主要な事業内容

ASUSA Corporation ＵＳ＄　100千 100％ サーバ管理

㈱イー・フュージョン 100,000千円 100％
ウェブコンテンツの企
画制作及びウェブコミ
ュニティの企画制作

㈱ Ａ Ｓ Ｊ コ マ ー ス 72,000千円 100％
インターネット通信販
売

（注）上記子会社は、全て連結子会社であります。
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(4) 対処すべき課題

当社グループでは、平成23年４月５日に発表させていただきましたとおり、

当社サービスの一部において不正アクセスによるクレジットカード情報の流

出が発生いたしました。

本件を受けて、再発防止に努めるべく、マネジメントシステムの整備と社

内チェック体制の強化を図るとともに、クレジットカード業界におけるグロ

ーバルスタンダード基準であるPCIDSS（Payment Card Industry Data

Security Standard）の最も厳格なレベル１に完全準拠することを目指してお

ります。その上で、外部認定機関の認定を受け、お客様からの信頼を取り戻

すべく全社一丸となって取り組んでまいります。

次に、iPhoneアプリケーションの開発・提供等、スマートフォン向けに複

数のサービスを展開しておりますが、現在のサービスを強化し売上・利益の

増大を目指すとともに、新たなサービスを積極的に提供していくことにより、

業容の拡大を目指してまいります。

また、当社グループでは当社事業にシナジー効果のある企業への投資及び

新規事業への投資を積極的に行っております。今後におきましても、新規事

業への投資活動を中心に、事業に密接した投資を行うことで、事業領域の拡

大を目指してまいります。
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(5) 主要な事業内容（平成23年３月31日現在）

事 業 区 分 事 業 内 容

ネットサービス事業 インターネットサーバサービス及びデジタルコンテンツ

そ の 他 事 業 不動産賃貸

　

(6) 主要な事業所（平成23年３月31日現在）

本 社　 埼玉県川口市栄町三丁目２番16号

技 術 本 部　 埼玉県川口市飯塚一丁目18番８号

　

(7) 使用人の状況（平成23年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

ネ ッ ト サ ー ビ ス 事 業 72名 －

そ の 他 事 業 －名 －

合 計 72名 －

（注）　使用人数は就業員数であります。

　

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

60名 1名減 32.0歳 5.8年

（注）　使用人数は就業員数であります。

　

(8) 主要な借入先の状況（平成23年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 200百万円

株 式 会 社 埼 玉 り そ な 銀 行 150百万円

　

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成23年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 264,000株

②　発行済株式の総数 72,535株

③　株主数 2,922名

④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 （ 株 ） 持 株 比 率 （ ％ ）

丸山　治昭 31,656 49.10

株式会社三井住友銀行 1,363 2.11

株式会社埼玉りそな銀行 1,136 1.76

ＡＳＪ従業員持株会 1,030 1.60

田村　公一 982 1.52

丸山　君子 950 1.47

黒岩　潤司 880 1.36

堀　　正明 879 1.36

青木　邦哲 865 1.34

田代　博之 802 1.24

(注) １．当社は、自己株式を8,063株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

　

(2) 新株予約権等の状況

　該当事項はありません。
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(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（平成23年３月31日現在）

会社における地位 氏　名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役会長兼社長 丸 山 治 昭 　

専 務 取 締 役 青 木 邦 哲 最高財務責任者

専 務 取 締 役 沼 口 芳 朗 最高技術責任者

取 締 役 田 代 博 之 事業本部担当役員

取 締 役 星 　 俊 秀 開発部担当役員

取 締 役 仁 井 健 友 ＩＲ部担当役員

常 勤 監 査 役 田 村 公 一 　

監 査 役 石 井 次 男 有限会社リフェスト代表取締役

監 査 役 藤 原 　 哲 藤原公認会計士事務所所長

監 査 役 安 永 　 嵩 安永嵩税理士事務所所長

(注) １．監査役のうち、石井次男氏、藤原哲氏及び安永嵩氏は、社外監査役であります。

２．当該事業年度に係る役員の重要な兼職の状況は、以下のとおりであります。

・専務取締役沼口芳朗氏は、当社子会社である株式会社イー・フュージョン及び株式会社

ＡＳＪコマースの取締役を兼務しております。

・常勤監査役田村公一氏は、当社子会社である株式会社イー・フュージョン及び株式会社

ＡＳＪコマースの監査役を兼務しております。

３．監査役藤原哲氏及び監査役安永嵩氏は、以下のとおり、財務及び会計に関する相当程度

の知見を有するものであります。

・監査役藤原哲氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の

知見を有するものであります。

・監査役安永嵩氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見

を有するものであります。

４．当社は、監査役安永嵩氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取

引所に届け出ております。
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②　事業年度中に退任した取締役及び監査役

　該当事項はありません。

　

③　取締役及び監査役の報酬等

・当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役 6名 80,778千円

監 査 役
（ う  ち  社  外  監  査  役 ）

4名
（3名）

11,615千円
（3,600千円）

合 計
（ う  ち  社  外  監  査  役 ）

10名
（3名）

92,393千円
（3,600千円）

 （注）１．取締役の報酬限度額は、平成12年６月21日開催の第17期定時株主総会において年額

200百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

 ２．監査役の報酬限度額は、平成12年６月21日開催の第17期定時株主総会において年額50

百万円以内と決議いただいております。

　

④　社外役員に関する事項

イ．他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他

の法人等との関係

・監査役石井次男氏は、有限会社リフェストの代表取締役を兼務してお

ります。なお、当社と有限会社リフェストとの間には特別な関係はあ

りません。

・監査役藤原哲氏は、藤原公認会計士事務所所長を兼務しております。

なお、当社と藤原公認会計士事務所との間には特別な関係はありませ

ん。

・監査役安永嵩氏は、安永嵩税理士事務所所長を兼務しております。な

お、当社と安永嵩税理士事務所との間には特別な関係はありません。
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ロ．他の法人等の社外役員等としての重要な兼職の状況及び当社と当該他

の法人等との関係

該当事項はありません。

　

ハ．当事業年度における主な活動状況

 活 動 状 況

監査役 石 井 次 男
当事業年度に開催された監査役会12回すべてに出席し、主に

議案審議等に必要となる発言を適宜行っております。

監査役 藤 原 　 哲

当事業年度に開催された監査役会12回すべてに出席し、主に

公認会計士としての専門的見地から、必要に応じて適宜発言

を行っております。

監査役 安 永 　 嵩

当事業年度に開催された監査役会12回すべてに出席し、主に

税理士としての専門的見地から、必要に応じて適宜発言を行

っております。

（注）取締役会の出席状況につきましては、監査役が常に出席しており、取締役会の意思決定の

妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。

　

ニ．責任限定契約の内容の概要

当社と各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、監査役石井次男氏、監査

役藤原哲氏及び監査役安永嵩氏は100万円または法令の定める額のいず

れか高い額としております。
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(4) 会計監査人の状況

①　名称 新日本有限責任監査法人

　

②　報酬等の額

 報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 15,750千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産
上の利益の合計額

15,750千円

 （注）当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ

く監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記当

事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額は、合計額で記載しております。

　

③　非監査業務の内容

　該当事項はありません。

　

④　会計監査人の解任または不再任の決定方針

　取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、監査役会の同意を得たうえで、または、監査役会

の請求に基づいて、会計監査人の解任または不再任を株主総会の会議の目

的とすることといたします。

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当

すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監

査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後

最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任

の理由を報告いたします。

　

⑤　責任限定契約の内容の概要

　当社と会計監査人新日本有限責任監査法人は、会社法第427条第１項の規

定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結して

おります。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は500万円または会社法第425条

第１項に定める額のいずれか高い額としております。
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(5) 業務の適正を確保するための体制

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は

以下のとおりであります。

　

①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制

取締役会は、「ＡＳＪ行動基準」を制定し、取締役及び使用人に周知徹

底することにより、高い倫理観に基づいて行動する企業風土を醸成してい

くことを目指す。

内部監査に関する業務については、社長が任命した部署を内部監査担当

部署とし、業務が法令・定款及び社内規程に準拠して行われているかを検

証する。

また、当社グループの財務報告の信頼性を確保するために、一般に公正

妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に従い、適切に報

告する体制を整備し、運用するものとする。

なお、当社グループは、社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える

反社会的勢力及び団体とは一切の関係も持たず、毅然とした姿勢で対応す

る。

　

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理については、情報の内容

に応じて保存及び管理の責任部署を「文書取扱規程」において定める。

責任部署は、取締役の職務の執行に係る情報を、定款・法令及び社内規

程に基づき、定められた期間において厳正に管理・保管する。

　

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

経営上のリスクの分析及び対策の検討については、取締役会が行い、各

部署においては、社内規程を整備し、各部署の長が運用・管理を行うこと

により、リスク低減に努めるものとする。

万が一、不測の事態が発生した場合には、社長以下で構成する対策本部

を設置して迅速な対応を行い、損害の拡大を防止し最小限に留めるよう努

める。
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④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基

礎として定時取締役会及び適宜臨時取締役会を開催し、迅速に的確な意思

決定を行う。

取締役会の決定に基づく職務執行については、組織規程、職務権限基準

表その他の社内規程において、それぞれ責任者及びその職務内容、執行手

続きの詳細について定める。

業績管理に関しては、取締役会において、年度毎に予算・事業計画を策

定し、月次で予実管理を行う。

　

⑤　会社並びに親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確

保するための体制

当社は、「関係会社管理規程」を定め、これを基礎として、子会社各社

で諸規程を定めるとともに、子会社取締役と意思疎通を図ることで、企業

集団における情報の共有と職務執行の適正を確保することに努めるものと

する。

　

⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する

事項

当社は、監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、

必要に応じて人員を配置する。

また、監査役より監査業務に必要な命令を受けた使用人は、その命令に

関して、取締役等の指揮命令を受けない。

　

⑦　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への

報告に関する体制

監査役は、取締役会その他の重要な会議に出席し、また、重要な決裁資

料及び関係資料を閲覧できるものとする。

取締役及び使用人は、重大な定款違反、法令違反及び不正な行為並びに

当社グループに著しい損害を及ぼす恐れのある事実を発見したときは、速

やかに監査役に報告する。また、監査役はいつでも必要に応じて取締役及

び使用人に対し報告を求めることができる。

　

⑧　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役は、内部監査担当部署と連携を図り、適切な意思疎通及び効果的

な監査業務を遂行する。また、監査役は必要に応じて、会計監査人に報告

を求めるものとする。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成23年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

の れ ん

借 地 権

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

1,097,021

939,916

17,170

24,339

515

2,465

7,882

104,805

△74

1,754,310

1,342,555

670,025

3,432

22,250

646,749

96

370,595

80,648

88,106

198,280

3,560

41,159

32,902

5,823

2,434

流 動 負 債 653,382

支払手形及び買掛金 40,489

短 期 借 入 金 350,000

未 払 法 人 税 等 17,465

未 払 消 費 税 等 32,873

前 受 金 136,927

そ の 他 75,626

固 定 負 債 7,061

負 の の れ ん 2,188

そ の 他 4,872

負 債 合 計 660,444

純 資 産 の 部

株 主 資 本 2,196,102

資 本 金 919,250

資 本 剰 余 金 872,031

利 益 剰 余 金 781,970

自 己 株 式 △377,149

その他の包括利益累計額 △5,214

その他有価証券評価差額金 △34

為替換算調整勘定 △5,179

純 資 産 合 計 2,190,888

資 産 合 計 2,851,332 負 債 純 資 産 合 計 2,851,332

（注）記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(平成22年４月１日から
平成23年３月31日まで)

 （単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 　 1,327,321

売 上 原 価 　 659,160

売 上 総 利 益 　 668,161

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 　 599,399

営 業 利 益 　 68,761

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 1,717 　

受 取 配 当 金 1,228 　

負 の の れ ん 償 却 額 437 　

業 務 受 託 手 数 料 1,655 　

そ の 他 3,044 8,083

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 2,845 　

為 替 差 損 1,876 4,721

経 常 利 益 　 72,123

特 別 損 失   

減 損 損 失 13,175 　

そ の 他 541 13,717

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 　 58,405

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 30,400 　

法 人 税 等 調 整 額 △12,934 17,466

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 　 40,939

当 期 純 利 益 　 40,939

（注）記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（平成22年４月１日から
平成23年３月31日まで）

  （単位：千円）

 

株 主 資 本

資 本 金
資 本
剰 余 金

利 益
剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

平成22年４月１日残高 919,250 872,031 753,925 △377,149 2,168,057

連結会計年度中の

変 動 額
     

剰 余 金 の 配 当   △12,894 　 △12,894

当 期 純 利 益   40,939  40,939

株主資本以外の項目

の連結会計年度中の

変 動 額 ( 純 額 )

     

連結会計年度中の

変 動 額 合 計
－ － 28,044 － 28,044

平成23年３月31日残高 919,250 872,031 781,970 △377,149 2,196,102

　

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純 資 産
合 計その他有価証

券評価差額金
為替換算調整
勘 定

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

平成22年４月１日残高 － △3,400 △3,400 2,164,657

連結会計年度中の

変 動 額
    

剰 余 金 の 配 当    △12,894

当 期 純 利 益    40,939

株主資本以外の項目

の連結会計年度中の

変 動 額 ( 純 額 )

△34 △1,779 △1,814 △1,814

連結会計年度中の

変 動 額 合 計
△34 △1,779 △1,814 26,230

平成23年３月31日残高 △34 △5,179 △5,214 2,190,888

（注）記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

・連結子会社の数 ３社

・連結子会社の名称 ASUSA Corporation

株式会社イー・フュージョン

株式会社ＡＳＪコマース

(2) 持分法の適用に関する事項

　　該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　　連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計処理基準に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券  

　その他有価証券  

・時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。

・時価のないもの 移動平均法による原価法を採用しております。

ロ．たな卸資産

・商品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しており

ます。

・仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。

・貯蔵品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しており

ます。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産 主として定率法を採用しております。ただし、平成10年

４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）は

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　5～50年

車両運搬具　　　　6年

工具器具備品　4～20年
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ロ.無形固定資産  

・自社利用のソフトウェア 社内における利用可能期間（５年以内）に基づく定額法

を採用しております。

・その他の無形固定資産 定額法を採用しております。

③　重要な引当金の計上基準

・貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては、貸倒実績率により、回収不能見込額を計上してお

ります。

④　重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

・当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる場合 

工事進行基準（進捗率の見積りは原価比例法） 

・その他の場合 　

工事完成基準 　

⑤　重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債並びに収益及び費用は、連

結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調

整勘定に含めて計上しております。

⑥　その他連結計算書類作成のための重要な事項

・消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

(5) のれん及び負ののれんの償却に関する事項

　10年間の定額法により償却を行っております。

(6) 会計方針の変更

（資産除去債務に関する会計基準の適用）

当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年

３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21

号 平成20年３月31日）を適用しております。

これによる、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響はありません。
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(7) 表示方法の変更

（連結損益計算書） 

前連結会計年度まで区分掲記しておりました「固定資産除却損」（当連結会計年度は541千

円）は、金額的重要性がなくなったため、当連結会計年度より特別損失の「その他」に含め

て表示することとしました。

前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「業務受託手数

料収入」（前連結会計年度は217千円）は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より

区分掲記しました。

当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年

12月26日）に基づき、「会社法施行規則、会社計算規則等の一部を改正する省令」（平成21

年３月27日　平成21年法務省令第７号）を適用し、「少数株主損益調整前当期純利益」の科

目で表示しております。

２．連結貸借対照表に関する注記

　　有形固定資産の減価償却累計額 296,764千円

　

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 前連結会計年度末株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数

普 通 株 式 72,535株 －株 －株 72,535株

(2) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

平成22年６月23日開催の第27期定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 12,894千円

・配当の原資 利益剰余金

・１株当たり配当額 200円

・基準日 平成22年３月31日

・効力発生日 平成22年６月24日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度にな

るもの

平成23年６月17日開催の第28期定時株主総会において次のとおり付議いたします。

・配当金の総額 12,894千円

・配当の原資 利益剰余金

・１株当たり配当額 200円

・基準日 平成23年３月31日

・効力発生日 平成23年６月20日
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４．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

当社グループにおける資金運用は、安全性の高いものに限定して運用しており、資金調

達に関しては事業計画と照らして、必要な資金を銀行借入のみにより調達しております。

②　金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

投資有価証券は、上場株式及び業務上の関係を有する企業の株式であり、上場株式につ

いては、市場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、40日以内の支払期日であります。

短期借入金のうち、変動金利の借入は、利息の変動リスクに晒されております。

③　金融商品に関するリスク管理体制

イ．信用リスク

営業債権に係る信用リスクに関しては、当社グループの与信管理規程に従い管理を行

っております。

ロ．変動リスク

金利の変動に係る変動リスクに関しては、当社グループの資金管理事務処理規程に基

づき管理しております。

ハ．流動性リスク

当社の手許現金と比較して、実質無借金経営を続けており、流動性リスクは無いもの

と考えております。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

平成23年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に

は含まれておりません。（（注）２.参照）

  連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

  （千円） （千円） （千円）

(1) 現 金 及 び 預 金 939,916 939,916 ―

(2) 受 取 手 形 及 び 売 掛 金 17,170 17,170 ―

(3) 投 資 有 価 証 券 　 　 　

　 そ の 他 有 価 証 券 502 502 ―

(4) 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 (40,489) (40,489) ―

(5) 短 期 借 入 金 (350,000) (350,000) ―

※負債に計上されているものについては、( )で示しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

(1)現金及び預金、並びに(2)受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。

(3)投資有価証券

　投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。　

(4)支払手形及び買掛金、並びに(5)短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

　非上場株式 32,400

非上場株式は市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることができず、時価

を把握することが極めて困難と認められるため、「(3)投資有価証券」には含めておりません。

　

５．賃貸等不動産に関する注記

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。

６．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 33,982円01銭

(2) １株当たり当期純利益 634円99銭

７．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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貸　借　対　照　表

（平成23年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

借 地 権

ソ フ ト ウ ェ ア

ソフトウェア仮勘定

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

863,000

773,876

2,961

2,248

4,101

2,041

77,253

516

2,013,424

1,341,666

663,901

6,123

3,432

21,362

646,749

96

286,096

88,106

140,966

54,978

2,045

385,660

32,902

350,700

60

23

1,973

流 動 負 債 703,361

買 掛 金 15,209

短 期 借 入 金 440,000

未 払 金 42,902

未 払 費 用 12,318

未 払 法 人 税 等 16,901

未 払 消 費 税 等 29,910

前 受 金 135,329

預 り 金 9,334

前 受 収 益 1,061

そ の 他 393

固 定 負 債 4,872

そ の 他 4,872

負 債 合 計 708,234

純 資 産 の 部

株 主 資 本 2,168,224

資 本 金 919,250

資 本 剰 余 金 792,525

資 本 準 備 金 229,812

その他資本剰余金 562,712

利 益 剰 余 金 833,598

その他利益剰余金 833,598

繰越利益剰余金 833,598

自 己 株 式 △377,149

評 価 ・ 換 算 差 額 等 △34

その他有価証券評価差額金 △34

純 資 産 合 計 2,168,189

資 産 合 計 2,876,424 負 債 純 資 産 合 計 2,876,424

（注）記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

(平成22年４月１日から
平成23年３月31日まで)

 （単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高     828,137

売 上 原 価     325,614

売 上 総 利 益     502,522

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費     440,921

営 業 利 益     61,600

営 業 外 収 益         

受 取 利 息 1,615     

受 取 配 当 金 1,228     

業 務 受 託 手 数 料 1,655     

そ の 他 3,317 7,815

営 業 外 費 用         

支 払 利 息 4,172 4,172

経 常 利 益     65,244

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 176 176

税 引 前 当 期 純 利 益     65,068

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 29,790     

法 人 税 等 調 整 額 △1,274 28,515

当 期 純 利 益     36,552

（注）記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（平成22年４月１日から
平成23年３月31日まで）

  （単位：千円）

　

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利益剰余金

資 本
準備金

その他資
本剰余金

資本剰余
金 合 計

その他利
益剰余金

利益剰余
金 合 計

繰越利益
剰 余 金

平成22年４月１日残高 919,250 229,812 562,712 792,525 809,940 809,940

事業年度中の変動額       

剰 余 金 の 配 当     △12,894 △12,894

当 期 純 利 益     36,552 36,552

株主資本以外の項目

の事業年度中の変動

額 ( 純 額 )

      

事業年度中の変動額合計 － － － － 23,657 23,657

平成23年３月31日残高 919,250 229,812 562,712 792,525 833,598 833,598

 

株 主 資 本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式

株 主 資 本
合 計

その他有
価証券評
価差額金

評価・換
算差額等
合 計

平成22年４月１日残高 △377,149 2,144,566 － － 2,144,566

事業年度中の変動額 　 　    

剰 余 金 の 配 当 　 △12,894   △12,894

当 期 純 利 益 　 36,552   36,552

株主資本以外の項目

の事業年度中の変動

額 ( 純 額 )

　 　 △34 △34 △34

事業年度中の変動額合計 － 23,657 △34 △34 23,623

平成23年３月31日残高 △377,149 2,168,224 △34 △34 2,168,189

（注）記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　子会社株式 移動平均法による原価法を採用しております。

②　その他有価証券

・時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。

・時価のないもの 移動平均法による原価法を採用しております。

③　たな卸資産

・貯蔵品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しており

ます。

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産 定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（建物附属設備を除く）は定額法を

採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物　　　　　　5～50年

　車両運搬具　　　　　6年

　工具器具備品　　4～20年

②　無形固定資産

・自社利用のソフトウェア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採

用しております。

・その他の無形固定資産 定額法を採用しております。

(3) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。

(4) 引当金の計上基準

　　貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては、貸倒実績率により、回収不能見込額を計上してお

ります。なお、当事業年度においては該当がないため計

上しておりません。

(5) その他計算書類作成のための基本となる事項

　　消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
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(6) 会計方針の変更

（資産除去債務に関する会計基準の適用）

当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月

31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平

成20年３月31日）を適用しております。

これによる、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響はありません。

(7) 表示方法の変更

前事業年度まで営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「業務受託手数料収

入」（前事業年度は217千円）は、金額的重要性が増したため、当事業年度より区分掲記しま

した。

２．貸借対照表に関する注記

(1) 関係会社に対する短期金銭債権債務

関係会社に対する短期金銭債権 63千円

関係会社に対する短期金銭債務 93,234千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 286,890千円

　

３．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

①　売上高 6,541千円

②　仕入高 38,326千円

③　販売費及び一般管理費 3,362千円

④　営業取引以外の取引高 2,160千円

　

４．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 前事業年度末株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普 通 株 式 8,063株 －株 －株 8,063株
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５．税効果会計に関する注記

　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産（流動）  

未払事業税 2,041千円

繰延税金資産（流動）計 2,041千円

繰延税金資産（固定）  

その他有価証券評価差額金 23千円

繰延税金資産（固定）計 23千円

繰延税金資産の純額 2,064千円

６．関連当事者との取引に関する注記

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 33,629円94銭

(2) １株当たり当期純利益 566円95銭

　

８．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査報告

 独立監査人の監査報告書  

 平成23年５月26日 

 株式会社ＡＳＪ  

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 

指定有限責任
社 員
業務執行社員

公認会計士 山 本 　 禎 良 

指定有限責任
社 員
業務執行社員

公認会計士 飯 塚 　 正 貴 

 

 　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ＡＳＪの平
成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、
すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及
び連結注記表について監査を行った。この連結計算書類の作成責任は経営者
にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結計算書類に対する意見を表
明することにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に
準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な
虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、
試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並び
に経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の
表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表
明のための合理的な基礎を得たと判断している。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ＡＳＪ及び連結子会社から
成る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべて
の重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ
り記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

 独立監査人の監査報告書  

 平成23年５月26日 

 株式会社ＡＳＪ  

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 

指定有限責任
社 員
業務執行社員

公認会計士 山 本 　 禎 良 

指定有限責任
社 員
業務執行社員

公認会計士 飯 塚 　 正 貴 

 

 　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ＡＳ
Ｊの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第28期事業年度の計算書
類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注
記表並びにその附属明細書について監査を行った。この計算書類及びその附
属明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から計
算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に
準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属
明細書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求め
ている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として
の計算書類及びその附属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査
法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して
いる。
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一
般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びそ
の附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において
適正に表示しているものと認める。
　
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ
り記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

 監　査　報　告　書  

 　当監査役会は、平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第28期事業

年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ

き、審議の結果、監査役全員の一致した意見として、本監査報告書を作成し、

以下のとおり報告いたします。

　

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、当期の監査方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の

実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人か

らその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし

た。

　各監査役は、監査役会が定めた、当期の監査方針、監査計画等に従い、

取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び

監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、

取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に

応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所に

おいて業務及び財産の状況を調査いたしました。また、取締役の職務の執

行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の

業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１

項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決

議に基づき整備されている体制（内部統制システム）の状況を監視及び検

証いたしました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思

疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けま

した。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明

細書について検討いたしました。

さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施し

ているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査

人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社

計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平

成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、

必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係

る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注

記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損

益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いた

しました。
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 ２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。

なお、内部統制システムに関する取締役の職務の執行については事

業報告に記載のとおり、一部サービスにおいて不正アクセスによるカ

ード情報の流出が発生したことは、内部統制システムが一部有効に機

能しなかったことが一因と認められますが、再発防止策が策定され、

内部統制の一層の強化が図られておりますので、監査役会としまして

は、今後、再発防止策の実施状況等を継続して監視、検証してまいり

ます。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であ

ると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であ

ると認めます。

　

 

 平成23年５月27日  

 株式会社ＡＳＪ　監査役会  

 

常勤監査役 田 村 公 一 

監 査 役 石 井 次 男 

監 査 役 藤 原 　 哲 

監 査 役 安 永 　 嵩 

　

（注）監査役石井次男、藤原哲及び安永嵩は、会社法第２条第16号及び　

　第335条第３項に定める社外監査役であります。

 

以　上
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株主総会参考書類

　

議案　剰余金の処分の件

　剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

　期末配当に関する事項

　第28期の期末配当につきましては、当期の経営成績及び企業体質強化のた

めの内部留保の確保を勘案いたしまして、以下のとおりといたしたいと存じ

ます。

①　配当財産の種類

　金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき金200円といたしたいと存じます。

　なお、この場合の配当総額は12,894,400円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日

　平成23年６月20日といたしたいと存じます。

　

　

以　上　
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地図

定時株主総会会場ご案内図
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川口総合文化センター
リリア　

キュポ・ラ本館棟
４階　フレンディア

　

キュポ・ラ本館棟　４階　フレンディア

埼玉県川口市川口一丁目１番１号

048-227-7603

ＪＲ川口駅東口より徒歩１分

※川口駅東口より駅通路（デッキ）を通りご来場いただけます。

※駐車券の配付はございません。お車でのご来場はご遠慮ください。




